
２
０
２
２
年
度
か
ら
「
小
中
一
貫
教

育
」
の
検
証
が
ス
タ
ー
ト

北
九
州
市
は
平
成
25
年
度
よ
り
す
べ

て
の
学
校
で
学
力
・
体
力
向
上
、
中
１

ギ
ャ
ッ
プ
解
消
な
ど
を
目
的
に
中
学
校

区
で
の
「
小
中
一
貫
・
連
携
教
育
」
を

実
施
し
て
き
ま
し
た
。

こ
の
取
り
組
み
で
は
各
中
学
校
区
の

児
童
生
徒
の
学
習
指
導
・
生
徒
指
導
上

の
課
題
や
指
導
内
容
・
指
導
方
法
な
ど

の
相
互
理
解
の
た
め
の
情
報
交
換
や
交

流
、
小
中
相
互
の
授
業
参
観
な
ど
が
行

わ
れ
て
き
ま
し
た
。

教
育
委
員
会
は
、
「
連
携
教
育
」
は

概
ね
定
着
し
た
と
し
な
が
ら
も
、
そ
の

目
的
・
理
念
の
達
成
、
成
果
は
十
分
で

は
な
い
と
評
価
し
て
い
ま
す
。
こ
の
評

価
は
、
当
初
か
ら
「
連
携
教
育
」
の
実

効
性
に
対
す
る
懐
疑
的
な
意
見
が
多
か
っ

た
こ
と
、
多
忙
な
業
務
の
合
間
に
や
ら

さ
れ
て
い
る
感
が
払
拭
で
き
な
か
っ
た

こ
と
が
原
因
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

そ
う
し
た
な
か
で
、
２
０
２
１
年
８

月
に
「
小
中
一
貫
教
育
」
へ
の
転
換
を

図
る
新
し
い
「
基
本
方
針
」
が
策
定
さ

れ
ま
し
た
。
２
０
２
２
年
度
か
ら
改
定

さ
れ
た
「
基
本
方
針
」
を
う
け
て
「
小

中
一
貫
教
育
」
モ
デ
ル
校
区
を
指
定
し
、

検
証
が
始
ま
り
ま
す
。

「
働
き
方
改
革
」
実
現
で
き
る
か

「
小
中
一
貫
教
育
」
モ
デ
ル
校
区
で

は
、
次
の
観
点
か
ら
検
証
が
お
こ
な
わ

れ
ま
す
。

①
校
区
児
童
生
徒
の
学
力
の
実
態
・
傾

向
、
地
域
の
特
色
な
ど
の
分
析
、
そ

の
課
題
の
設
定
作
業

②
そ
の
特
色
を
生
か
し
た
９
年
間
の
教

育
課
程
の
編
成
作
業

③
小
学
校
高
学
年
に
お
け
る
一
部
教
科

担
任
制
や
持
ち
合
い
授
業
の
推
進
の

た
め
の
計
画
案
づ
く
り

モ
デ
ル
校
区
で
は
、
教
育
委
員
会
の

定
め
る
「
小
中
一
貫
教
育
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
」
に
従
っ
て
多
く
の
作
業
や
会
議
、

研
修
な
ど
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

慣
れ
な
い
教
科
担
任
制
や
持
ち
合
い

授
業
の
打
ち
合
わ
せ
な
ど
で
多
く
の
時

間
が
割
か
れ
、
軌
道
に
乗
る
ま
で
に
ど

れ
ほ
ど
の
時
間
が
必
要
か
、
ど
れ
ほ
ど

心
身
を
消
耗
さ
せ
ら
れ
る
の
か
、
考
え

た
だ
け
で
も
ぞ
っ
と
し
ま
す
。
「
小
中

一
貫
教
育
」
実
施
の
目
的
の
ひ
と
つ
に

「
働
き
方
改
革
の
推
進
」
が
あ
げ
ら
れ

て
い
ま
す
が
、
改
革
が
推
進
で
き
る
の

か
疑
問
で
す
。

校
種
間
異
動
は
本
人
の
意
向
を
尊
重

す
る
こ
と

２
０
２
１
年
度
末
の
人
事
異
動
で
は
、

「
小
中
一
貫
教
育
」
モ
デ
ル
実
施
の
た

め
の
人
事
配
置
が
行
わ
れ
る
こ
と
が
予

想
さ
れ
ま
す
。

全
教
北
九
州
は
、
人
事
要
求
書
で

「
教
職
員
の
生
活
・
健
康
実
態
を
配
慮

し
、
合
意
と
納
得
の
得
ら
れ
る
人
事
異

動
」
や
「
校
種
間
異
動
は
、
本
人
の
意

向
を
尊
重
す
る
」
こ
と
を
要
求
し
て
い

ま
す
。
こ
れ
ま
で
も
校
種
間
異
動
が
事

前
の
話
も
な
く
、
い
き
な
り
発
令
さ
れ

て
大
変
困
っ
た
と
い
う
話
を
聞
い
て
い

ま
す
。
21
年
度
末
の
異
動
で
は
そ
の
よ

う
な
こ
と
が
な
い
よ
う
強
く
要
求
し
ま

す
。
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｢小中一貫教育｣と｢働き方改革｣特集 この新聞はすべての教職員に配布しています全教北九州 検索

｢連携教育｣から｢一貫教育｣へ 2022年度｢小中一貫教育｣の検証スタート

２
０
２
１
年
８
月
、
北
九
州
市
教
育
委
員
会
は
、
有
識
者
会
議
で
あ
る

「
北
九
州
市
小
中
一
貫
教
育
検
討
会
」
の
報
告
を
受
け
、
「
北
九
州
市
小
中

一
貫
・
連
携
教
育
基
本
方
針
」
を
改
定
し
ま
し
た
。
方
針
で
は
従
来
の
「
小

中
連
携
教
育
」
か
ら
「
小
中
一
貫
教
育
」
へ
の
転
換
を
図
り
、
義
務
教
育
学

校
・
小
中
一
貫
型
小
学
校
・
中
学
校
も
視
野
に
入
れ
た
も
の
に
な
っ
て
い
ま

す
。
ま
た
２
０
２
２
年
度
か
ら
「
小
中
一
貫
教
育
」
モ
デ
ル
校
区
で
の
検
証

も
ス
タ
ー
ト
し
ま
す
。
こ
の
方
針
で
「
働
き
方
改
革
」
は
実
現
で
き
る
で
し
ょ

う
か
。

新聞 全教北九州
全教北九州市教職員組合
発行責任者 中川喜久子
2022年1月28日

「
小
中
一
貫
教
育
」
で
ど
う
な
る
「
働
き
方
改
革
」

台
湾
陸
軍
補
給
廠

門
司
出
張
所（

門
司
区
）

｢

台
湾
陸
軍
補
給
廠｣

は
、

台
湾
（
暫
定
的
に
朝
鮮･

中

国
も
担
当
）
へ
の
軍
需
品

の
海
上
輸
送
と
台
湾
内
の

軽
便
鉄
道
運
行
を
担
当
す

る
組
織
と
し
て
、
１
８
９

７
年
開
設
さ
れ
ま
し
た
。

出
張
所
を
門
司
市
浜
町
に

開
設
、
庁
舎
前
の
岸
壁
を

「
門
司
兵
器
本
廠
」
（
新

年
号
参
照
）
と
の
共
用
荷

上
場
と
し
ま
し
た
。
１
９

０
４
年
、
補
給
廠
は
「
陸

軍
運
輸
部
」
改
編
さ
れ

「
門
司
支
部
」
に
、
09
年

「
門
司
出
張
所
」
と
な
り

ま
す
。
28
年
、
門
司
市
西

海
岸
の
「
門
司
税
関
其
他

合
同
庁
舎
」
に
移
転
し
ま

す
。
太
平
洋
戦
争
に
伴
い

42
年
「
第
一
船
舶
輸
送
司

令
部
門
司
支
部
（
の
ち
北

九
州
支
部
）
」
を
併
設
し

戦
時
輸
送
と
通
常
輸
送
を

分
担
す
る
体
制
と
な
り
終

戦
を
迎
え
ま
し
た
。

組
織
変
更
は
あ
り
ま
し

た
が
台
湾･

朝
鮮
へ
の
軍
需

品
輸
送
の
任
務
は
変
わ
り

ま
せ
ん
で
し
た
。

現
在
、
浜
町
の
庁
舎
は

門
司
港
レ
ト
ロ
親
水
広
場

と
大
連
友
好
記
念
館
の
間

の
広
場
と
な
り
、
西
海
岸

の
庁
舎
は
79
年
に
完
成
し

た
「
門
司
港
湾
合
同
庁
舎
」

と
な
っ
て
い
ま
す
。

北
九
州
の
戦
争
遺
跡

2月26日の「せんせいの学校（宮本郷子さんの講
演）」は、福岡県に「まん延防止等重点措置」が
適用されましたので、戸畑生涯学習センターでの
視聴会を中止し、オンライン（Zoomで配信）で
の実施に変更します。

せんせいの学校（2/26）は
オンラインで実施します

参加申し込みはこちら→



中
教
審
答
申
「
学
校
徴
収
金
は

地
方
公
共
団
体
が
担
う
べ
き
業

務
」平

成
31
年
１
月
25
日
、
中
央
教
育

審
議
会
は
、
「
新
し
い
時
代
の
教
育

に
向
け
た
持
続
可
能
な
学
校
指
導
・

運
営
体
制
の
構
築
の
た
め
の
学
校
に

お
け
る
働
き
方
改
革
に
関
す
る
総
合

的
な
方
策
に
つ
い
て
（
答
申
）
」
の

な
か
で
、
学
校
徴
収
金
は
、
「
未
納

金
の
督
促
等
も
含
め
た
そ
の
徴
収
・

管
理
に
つ
い
て
、
基
本
的
に
は
学
校
・

教
師
の
本
来
的
な
業
務
で
は
な
く

「
学
校
以
外
が
担
う
べ
き
業
務
」
で

あ
り
、
地
方
公
共
団
体
が
担
っ
て
い

く
べ
き
で
あ
る
」
と
答
申
し
て
い
ま

す
。
特
に
学
校
給
食
費
は
、
「
公
会

計
化
及
び
地
方
公
共
団
体
に
よ
る
徴

収
を
基
本
と
す
べ
き
」
と
答
申
し
ま

し
た
。

ま
た
文
部
科
学
省
に
対
し
て
、

「
給
食
費
の
公
会
計
化
導
入
や
徴
収

業
務
を
学
校
・
教
師
で
は
な
く
地
方

公
共
団
体
が
担
う
よ
う
に
す
る
た
め

の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
早
急
な
作
成
と

周
知
徹
底
」
を
求
め
て
い
ま
す
。
こ

の
答
申
を
受
け
て
、
文
部
科
学
省
は

「
学
校
給
食
費
等
の
徴
収
に
関
す
る

公
会
計
化
等
の
推
進
に
つ
い
て
（
通

知
）
」
を
令
和
元
年
７
月
31
日
に
発

出
し
ま
し
た
。

公
会
計
化
が
進
ま
な
い
北
九
州

市
の
現
状

し
か
し
、
北
九
州
市
で
は
公
会
計

化
の
取
組
が
進
ん
で
い
ま
せ
ん
。

昨
年
度
12
月
議
会
で
、
讃
井
早
智

子
議
員
の
学
校
給
食
の
公
会
計
化
制

度
導
入
に
関
し
て
の
質
問
に
対
し
、

「
平
成
29
年
度
に
は
、
債
権
徴
収
の

効
率
化
な
ど
を
目
的
に
、
教
育
委
員

会
内
に
公
会
計
化
に
関
す
る
検
討
会

を
立
ち
上
げ
て
議
論
を
ス
タ
ー
ト
さ

せ
た
と
こ
ろ
で
す
。
検
討
会
に
お
き

ま
し
て
は
、
学
校
給
食
費
の
徴
収
率

が
９
９
．
７
％
と
高
い
こ
と
な
ど
か

ら
、
こ
の
時
点
で
の
公
会
計
制
度
の

導
入
は
見
送
り
ま
し
た
が
、
今
後
、

国
や
他
都
市
の
動
向
を
注
視
し
て
い

く
と
の
結
論
に
至
っ
た
と
こ
ろ
で
す
。
」

と
答
弁
し
ま
し
た
が
、
そ
の
後
の
進

捗
状
況
は
不
明
で
す
。

全
国
に
20
あ
る
政
令
市
の
う
ち
、

給
食
費
の
公
会
計
化
を
導
入･

決
定

し
て
い
な
い
の
は
、
北
九
州
市
を
含

め
て
６
市
と
な
っ
て
い
ま
す
。

千
葉
市
の
先
進
的
な
取
り
組
み

給
食
費
の
公
会
計
化
が
実
現
し
て

も
、
教
材
費
な
ど
の
徴
収
金
が
学
校

が
管
理
す
る
の
で
は
負
担
の
軽
減
に

な
り
ま
せ
ん
。

千
葉
市
で
は
、
平
成
30
年
度
か
ら

「
学
校
給
食
費
の
公
会
計
化
」
と

「
公
金
・
準
公
金
一
括
徴
収
制
度
」

を
導
入
し
「
学
校
給
食
費
（
公
金
）
」

と
「
教
材
費
等
の
学
校
徴
収
金
（
準

公
金
）
」
を
教
育
委
員
会
が
一
括
管

理
し
て
い
ま
す
。

千
葉
市
は
こ
の
制
度
の
効
果
と
し

て
、
保
護
者･

教
職
員
の
負
担
軽
減

の
ほ
か
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
向
上

な
ど
の
効
果
が
見
込
ま
れ
る
と
し
て

い
ま
す
。

現
金
を
扱
う
業
務
を
解
消
し
て

学
校
事
務
職
員
の
負
担
軽
減
を

現
在
、
北
九
州
市
で
は
児
童
生
徒

数
３
０
０
人
以
下
の
小
・
中
学
校
か

ら
雇
用
期
間
を
満
了
し
た
市
費
事
務

を
剥
が
し
、
そ
の
仕
事
を
学
校
事
務

職
員
に
充
て
て
い
ま
す
。
こ
の
施
策

が
将
来
全
職
場
か
ら
事
務
補
助
を
剥

が
す
か
ど
う
か
は
わ
か
り
ま
せ
ん
。

し
か
し
、
学
校
事
務
職
員
の
負
担
が

増
し
て
い
る
の
は
事
実
で
あ
り
、
学

校
か
ら
現
金
を
扱
う
業
務
を
早
急
に

解
消
す
る
べ
き
で
は
な
い
で
し
ょ
う

か
？
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学
校
徴
収
金
の
公
会
計
化
で
働
き
方
改
革
を

政令市の給食費の公会計化実施状況

大阪市 平成26年度

名古屋市 （未実施）

京都市 （未実施）

横浜市 平成24年度

神戸市 令和5年度

北九州市 （未実施）

札幌市 令和5年度

川崎市 令和3年度

福岡市 平成21年度

広島市 令和4年度

仙台市 平成31年度

千葉市 平成30年度

さいたま市 （未実施）

静岡市 （未実施）

堺市 （未実施）

新潟市 令和4年度

浜松市 令和4年度

岡山市 令和5年度

相模原市 令和5年度

熊本市 令和2年度

給
食
費
を
始
め
と
す
る
学
校
徴
収
金
の
督
促
で
大
変
な
苦
労
を

さ
れ
た
方
も
い
る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。
文
部
科
学
省
は
、

給
食
費
な
ど
の
学
校
徴
収
金
を
、
市
県
民
税
や
国
民
健
康
保
険
料

等
と
同
様
に
地
方
公
共
団
体
が
徴
収
・
管
理
す
る
「
公
会
計
化
」

を
推
進
す
る
よ
う
通
知
を
し
て
い
ま
す
。
し
か
し
「
国
や
他
都
市

の
動
向
を
注
視
」
し
て
い
る
北
九
州
市
で
は
公
会
計
化
が
実
現
し

て
い
ま
せ
ん
。

千葉市の「公金･準公金一括徴収制度」により見込まれる効果
コンプライアンスの向上 現金を取り扱わないことによる金銭事故の防止、収納担当者と支払い担当者の明確な分業による事故防止

債権債務の明確化 保護者に対して千葉市が債権者であることが明確になる

会計事務の透明性の向上 地方自治法･会計規則等に基づき食材等の適正な購入

保護者の公平性確保 負担した給食費分の給食を提供

保護者の利便性向上･負担軽減 日常使用の保護者銀行口座が利用可能、保護者負担(約4,200万円)の振替手数料を市が負担(約800万円)

教職員の負担軽減 事務処理の効率化、教員一人あたり年8時間が生み出され、教員が担うべき業務に専念できる環境を確保

教育扶助関連事務の効率化 公金振替による各区社会援護課･保健体育課の事務負担軽減


